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議案第５０号 

 

   令和６年度川越市一般会計予算 

 

 令和６年度川越市一般会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 128,350,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

（継続費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１２条第１項の規定による継続費の経費 

 の総額及び年割額は、「第２表継続費」による。 

（債務負担行為） 

第３条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期 

間及び限度額は、「第３表債務負担行為」による。 

（地方債） 

第４条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、 

限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第４表地方債」による。 

 （一時借入金） 

第５条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

5,000,000 千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第６条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流 

用することができる場合は、次のとおりと定める。 

⑴ 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合におけ 

る同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

   令和６年２月１３日提出 

 

                      川越市長  川  合  善  明 
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第１表　歳入歳出予算

　（１）

市

歳　入

款 項 金　　　　額

千円

３ 軽 自 動 車 税 7

税

67,884

5

４ 市 た ば こ 税 2,2

7

70,528

-2-



税

２ 負 担 金 8

2

55,080

,

14 使 用 料 及 び 手 数

8

料 1,941,094

7

１ 使 用 料 1

0

,306,275

,

２ 手 数 料 634

0

,819

1

0

5 国 庫 支 出 金 22,4

0

09,735

１ 国 庫 負 担 金 19,972,927

２ 国 庫 補 助 金 2,359,664

３ 委 託 金 77,1

1

44

16 県

2

支 出 金 9,676,3

交

95

１ 県 負

通

担 金 6,798,02

安

4

２ 県 補 助

全

金 1,601,394

対

３ 委 託 金 1

策

,276,977

特

17 財 産 収 入 2

別

61,105

交

１ 財 産 運 用 収 入 18

付

0,630

金

２ 財 産 売 払 収 入 80,

3

475

18

9

寄 附 金 828,500

,

１ 寄 附 金 8

3

28,500

6

19 繰 入 金 6,52

7

4,074

１ 基 金 繰 入 金 6,306,356

２ 他 会 計 繰 入 金 217,718

20 繰 越 金 1,000,

１

000

１ 繰

１

交

越 金 1,000,00

通

0

21 諸 収

安

入 3,810,830

全

１ 延滞金、

対

加算金及び過料 70,

策

011

款

特

項 金　　　　額

千円

別交付

地

金 39,367

方

13 分 担 金 及 び 負

交

担 金 855,129

付

１ 分 担 金 49

-3-



子

,600

1

款 項 金　　　　額

千円2

歳　　　　

4

　　入　　　　　　合　　　　　　計 128,350,000

１ 議 会 費 637,105

１ 議 会 費 637,105

３

２ 総 務 費 1

貸

2,897,322

付

１ 総 務 管 理 費

金

11,002,140

元

２ 徴 税 費 1

利

,213,688

収

３ 戸 籍 住 民 基 本

入

台 帳 費 372,037

1

４ 選 挙 費 1

5

66,197

,

５ 統 計 調 査 費 55,

2

377

６ 監

5

査 委 員 費 87,883

0

３ 民 生 費 57,844,657

１ 社 会 福 祉 費 27,347,044

２ 児 童 福 祉 費 22,504,28

４

3

３ 生 活 保

受

護 費 7,991,44

託

8

４ 災 害 救

事

助 費 1,882

業

４ 衛 生 費 13,8

収

15,450

入

１ 保 健 衛 生 費 4,8

1

11,734

9

２ 清 掃 費 6,553

5

,716

３

,

下 水 道 費 2,450,

0

000

５ 労

２

4

働 費 159,030

　

9

（２）歳　出

款 項 金　　　　額

千円

５ 雑 入

市

3,530,396

預

22 市 債 8,

金

297,600

利

１ 市 債 8,297

-4-



5

5

１ 土 木 管

9

理 費 671,691

,

２ 道 路 橋 り ょ

0

う 費 2,604,91

3

4

３ 河 川 費

0

680,940

４ 都 市 計 画 費 4,745,233

５ 住 宅 費 421,707

９ 消 防 費 5,120,86

６

7

１ 消 防 費

農

5,120,867

林

10 教 育 費 1

水

6,286,599

産

１ 教 育 総 務 費

業

4,049,069

費

２ 小 学 校 費 2

7

,152,636

6

３ 中 学 校 費 2,

5

360,692

,

４ 高 等 学 校 費 1,

8

032,137

6

５ 特 別 支 援 学 校 費

9

15,911

６ 社 会 教 育 費 3,125,516

７ 学 校 保 健 費 3,550,638

11 災 害 復 旧 費 2,

１

000

１ 土

農

木 施 設 災 害 復 旧 費 2,

業

000

12

費

公 債 費 10,517,

7

733

１ 公

6

債 費 10,517,7

5

33

13 諸

,

支 出 金 113,580

8

１ 普 通 財 産

6

取 得 費 47,326

１

9

２ 土 地 開 発 公 社 費 66,254

14 予 備 費 150,000

款 項 金　　　　額

千円

７ 商 工 費

労

915,303

働

１ 商 工 費 915,

費

303

８ 土

1

木 費 9,124,48

-5-



50,000

款 項 金　　　　額

千円

歳　　　　　　出　　　　　

１

　合　　　　　　計 1

予

28,350,000

備 費 1

-6-



事 業 名 年 度

千円

令和6年度 572,600

令和7年度 380,000

計 952,600

令和6年度 0

令和7年度 476,800

令和8年度 1,112,600

令和9年度 2,296,700

計 3,886,100

令和6年度 43,200

令和7年度 1,729,000

計 1,772,200

仮 称 汚 泥 再 生
処 理 セ ン タ ー
整 備 事 業

4 衛 生 費 2 清 掃 費

年 割 額

仮 称 霞 ケ 関 北
市 民 セ ン タ ー
建 設 事 業

1 総務管理費

款 項

総 務 費2

第２表　継続費

小 学 校 体 育 館
空 調 設 備 等
整備事業（第３期）

10 教 育 費 2 小 学 校 費
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第３表　債務負担行為

事 項 期 間 限 度 額

　出退勤管理システム構築及び運用・保
守業務委託

令和７年度から
令和13年度まで

　13,167千円

　広報川越の印刷製本に要する経費（令
和７年度事業分）

令和６年度から
令和７年度まで

　契約に基づき決定する期間中にお
ける広報川越の印刷製本に要する額

　ホームページシステム構築・運用保守
業務委託

令和７年度から
令和11年度まで

　43,577千円

　ふるさと納税支援業務委託
令和７年度から
令和９年度まで

　ふるさと納税返礼品調達及び配送
業務委託等に係る費用のうち本市が
負担すべき額

　公共用地先行取得費及び公共施設整備
費（令和６年度事業分）

令和６年度以降 　川越市土地開発公社が市の委託に
より行う公共用地の先行取得及びそ
の事業の実施とあわせて行う公共施
設の整備に要する額

　川越市土地開発公社が市の委託により
行う事業にあてるため金融機関から借り
入れる事業資金に対する債務保証（令和
６年度事業分）

令和６年度から
令和11年度まで

　元金142,600千円及びこれに伴う
利子との合計額

　川越市土地開発公社が市の委託により
行う事業にあてるため金融機関から借り
入れる事業資金に対する債務保証（令和
６年度に借入期限満了となる令和元年度
借入分）

同 上 　元金688,700千円及びこれに伴う
利子との合計額

　第五次川越市総合計画策定支援業務委
託

令和７年度
　16,500千円

　システム標準化対応業務委託（ＡＤＷ
ＯＲＬＤ）

同 上
　452,060千円

　システム標準化対応業務委託（Ｗｅｂ
Ｒｉｎｇｓ）

同 上
　177,840千円

　システム標準化支援業務委託 同 上
　40,700千円

　内部事務システムの運用業務委託
令和７年度から
令和13年度まで

　103,356千円

　川越市立小・中学校夜間照明ＬＥＤ化
事業

令和７年度から
令和15年度まで

　54,000千円

　固定資産評価システム業務委託
令和７年度から
令和８年度まで

　25,555千円

　固定資産情報管理システム標準化対応
業務委託

令和７年度
　2,640千円

　家屋評価システム標準化対応業務委託 同 上
　880千円
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事 項 期 間 限 度 額

　戸籍情報システム標準化対応業務委託
（戸籍）

令和７年度
　8,437千円

　戸籍情報システム標準化対応業務委託
（戸籍の附票）

同 上
　8,437千円

　選挙システム標準化対応等業務委託 同 上
　3,447千円

　川越市生活困窮者自立相談支援事業業
務委託（令和７～９年度事業分）

令和６年度から
令和９年度まで

　146,781千円

　川越市生活困窮者家計改善支援事業業
務委託（令和７～９年度事業分）

同 上 　19,806千円

　川越市生活困窮者一時生活支援事業業
務委託（令和７～９年度事業分）

同 上 　2,100千円

　川越市生活困窮者就労準備支援事業業
務委託（令和７～９年度事業分）

同 上 　11,267千円

　川越市立古谷保育園園舎解体工事
令和６年度から
令和７年度まで

　13,900千円

　川越市被保護者就労準備支援事業業務
委託（令和７～９年度事業分）

令和６年度から
令和９年度まで

　66,628千円

　川越市生活保護個別求人開拓事業業務
委託（令和７～９年度事業分）

同 上 　11,065千円

　塵芥処理車（ディーゼル）購入に要す
る経費（令和６年度設定分）

令和６年度から
令和７年度まで

　44,000千円

　塵芥処理車（リフト付深ダンプ）購入
に要する経費（令和６年度設定分）

同 上
　7,700千円

　ごみ処理施設で使用する薬品購入に要
する経費（令和７年度事業分）

同 上
　契約に基づき決定した期間中にお
けるごみ処理施設で使用する薬品購
入に要する額

　東清掃センター焼却施設で使用するク
レーン用部品購入に要する経費

同 上 　11,550千円

　仮称汚泥再生処理センター運営管理業
務委託

令和６年度から
令和24年度まで

　4,033,877千円

　中小河川排水路整備（幹線整備） 令和７年度
　57,000千円

　準用河川久保川改修工事（岸町３丁
目）（令和６年度設定分）

同 上 　75,600千円

　川越線南古谷駅に係る自由通路設置及
び橋上化等に関する施行協定に要する負
担金

令和６年度から
令和10年度まで

　4,535,000千円

　管理代行による市営住宅の管理に要す
る経費

同 上 　協定に基づき決定した代行期間中
における管理に要する額
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事 項 期 間 限 度 額

　学齢簿就学援助システム標準化対応業
務委託

令和７年度
　27,284千円

　川越市立城南中学校傾斜地整備工事
同 上 　43,516千円

　川越市立霞ケ関東中学校エレベーター
改修工事

同 上 　51,854千円
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

本庁舎等改修事業費 34,400 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

5 . 0 ％ 以 内 

 政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

よる。 

 ただし、据置期間は２

年以内とし、本市財政の

都合により償還期限を短

縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えするこ

とができる。 

本 庁 舎 

ア ス ベ ス ト 除 去 

事 業 費 

1,100 同 上 同   上 同       上 

市 民 セ ン タ ー 

 

整 備 事 業 費 

36,500 同 上 同   上 同       上 

地 域 ふ れ あ い 

セ ン タ ー 

改 修 事 業 費 

1,600 同 上 同   上 同       上 

文 化 施 設 設 備 

 

整 備 事 業 費 

87,900 同 上 同   上 同       上 

美 術 館 改 修 

 

整 備 事 業 費 

1,900 同 上 同   上 同       上 

ス ポ ー ツ 施 設 

 

整 備 事 業 費 

211,400 同 上 同   上 同       上 

第４表 地方債 

千 円 
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

仮 称 霞 ケ 関 北 
市 民 セ ン タ ー 
建 設 事 業 費 

503,700 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

5 . 0 ％ 以 内 

政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

よる。 

 ただし、据置期間は２

年以内とし、本市財政の

都合により償還期限を短

縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えするこ

とができる。 

総合福祉センター 

 

施 設 改 修 事 業 費 

94,800 同 上 同   上  同       上 

民間社会福祉施設 

 

整 備 事 業 費 

18,100 同 上 同   上 同       上 

児 童 遊 園 

 

整 備 事 業 費 

1,800 同 上 同   上 同       上 

公 立 保 育 施 設 

 

整 備 事 業 費 

70,200 同 上 同   上 同       上 

保 健 所 等 

 

改 修 事 業 費 

8,200 同 上 同   上 同       上 

市 民 聖 苑 

や す ら ぎ の さ と 

設 備 整 備 事 業 費 

6,200 同 上 同   上 同       上 

千 円 
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

清 掃 運 搬 施 設 

 

整 備 事 業 費 

13,600 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

5 . 0 ％ 以 内 

政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

よる。 

 ただし、据置期間は２

年以内とし、本市財政の

都合により償還期限を短

縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えするこ

とができる。 

東 清 掃 セ ン タ ー 

 

施 設 管 理 事 業 費 

57,400 同 上 同   上 同       上 

資 源 化 セ ン タ ー 

 

施 設 管 理 事 業 費 

211,700 同 上 同   上 同       上 

雨水建設改良事業費 250,000 同 上 同   上 同       上 

土 地 改 良 事 業 費 44,100 同 上 同   上 同       上 

グリーンツーリズム 

 

拠 点 施 設 事 業 費 

13,400 同 上 同   上 同       上 

小 仙 波 庁 舎 

 

施 設 管 理 事 業 費 

12,600 同 上 同   上 同       上 

道路環境整備事業費 155,100 同 上 同   上 同       上 

千 円 
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

道路新設改良事業費 399,000 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

5 . 0 ％ 以 内 

 政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

よる。 

 ただし、据置期間は２

年以内とし、本市財政の

都合により償還期限を短

縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えするこ

とができる。 

橋 り ょ う 新 設 

 

改 良 事 業 費 

289,400 同 上 同   上 同       上 

河 川 整 備 事 業 費 515,800 同 上 同   上 同       上 

南古谷駅周辺地区 

 

整 備 事 業 費 

626,200 同 上 同   上 同       上 

川越駅西口都市基盤 

 

整 備 事 業 費 

197,600 同 上 同   上 同       上 

新河岸駅周辺地区 

 

整 備 事 業 費 

19,000 同 上 同   上 同       上 

街 路 事 業 費 24,500 同 上 同   上 同       上 

公 園 整 備 事 業 費 873,500 同 上 同   上 同       上 

千 円 
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

公営住宅改修事業費 146,300 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

5 . 0 ％ 以 内 

 政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

よる。 

 ただし、据置期間は２

年以内とし、本市財政の

都合により償還期限を短

縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えするこ

とができる。 

防災設備改修事業費 14,200 同 上 同   上 同       上 

小 学 校 施 設 

 

整 備 事 業 費 

120,500 同 上 同   上 同       上 

小 学 校 大 規 模 

 

改 造 事 業 費 

18,600 同 上 同   上 同       上 

小 学 校 体 育 館 

空 調 設 備 等 

整 備 事 業 費 

805,800 同 上 同   上 同       上 

中 学 校 施 設 

 

整 備 事 業 費 

211,300 同 上 同   上 同       上 

中 学 校 傾 斜 地 

 

整 備 事 業 費 

51,500 同 上 同   上 同       上 

中 学 校 大 規 模 

 

改 造 事 業 費 

5,400 同 上 同   上 同       上 

千 円 
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

中 学 校 体 育 館 

空 調 設 備 等 

整 備 事 業 費 

1,262,000 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

5 . 0 ％ 以 内 

 政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

よる。 

 ただし、据置期間は２

年以内とし、本市財政の

都合により償還期限を短

縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えするこ

とができる。 

高 等 学 校 改 修 

 

整 備 事 業 費 

188,200 同 上 同   上 同       上 

学 童 保 育 室 

 

整 備 事 業 費 

34,700 同 上 同   上 同       上 

文 化 財 改 修 

 

整 備 事 業 費 

85,000 同 上 同   上 同       上 

公 民 館 改 修 

 

整 備 事 業 費 

16,800 同 上 同   上 同       上 

図 書 館 改 修 

 

整 備 事 業 費 

51,900 同 上 同   上 同       上 

博 物 館 等 改 修 

 

整 備 事 業 費 

103,500 同 上 同   上 同       上 

学校給食センター 

 

施 設 整 備 事 業 費 

71,200 同 上 同   上 同       上 

千 円 
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

臨 時 財 政 対 策 債 330,000 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

5 . 0 ％ 以 内 

 

（ただし、利率見

直し方式で借り入

れる政府資金及び

地方公共団体金融

機構資金につい

て、利率の見直し

を行った後におい

ては、当該見直し

後の利率） 

 政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

よる。 

 ただし、据置期間は２

年以内とし、本市財政の

都合により償還期限を短

縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えするこ

とができる。 

 

千 円 
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議案第５１号 

 

   令和６年度川越市国民健康保険事業特別会計予算 

 

 令和６年度川越市国民健康保険事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ31,824,200千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入 

金の借入れの最高額は、100,000 千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流 

用することができる場合は、次のとおりと定める。 

⑴ 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合におけ 

る同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

⑵ 保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれ 

らの経費の各項の間の流用 

 

   令和６年２月１３日提出 

 

                      川越市長  川  合  善  明 
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議案第５２号 

 

   令和６年度川越市後期高齢者医療事業特別会計予算 

 

 令和６年度川越市後期高齢者医療事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 6,232,200千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 

   令和６年２月１３日提出 

 

                      川越市長  川  合  善  明 
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議案第５３号 

 

   令和６年度川越市歯科診療事業特別会計予算 

 

 令和６年度川越市歯科診療事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ82,400千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。  

 

令和６年２月１３日提出 

 

                      川越市長  川  合  善  明 
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議案第５４号 

 

   令和６年度川越市介護保険事業特別会計予算 

 

 令和６年度川越市介護保険事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ28,692,400千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 （歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定により歳出 

予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

⑴ 保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれ 

らの経費の各項の間の流用 

 

   令和６年２月１３日提出 

 

                      川越市長  川  合  善  明 
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４ 基 金 積 立 金 2,88

7

9

１ 基 金 積

,

立 金 2,889

1

５ 諸 支 出 金 152

9

,272

１

0

償還金及び還付加算金 8,050

２ 繰 出 金 144,222

６ 予 備 費 30,000

１ 予 備 費 30,00

１

0

款 項 金

介

　　　　額

千円

護

歳　　　　　　出

サ

　　　　　　合　　　

ー

　　　計 28,692

ビ

,400

ス 等

４

諸 費 25,349,3

趣

51

２ 介護

旨

予防サービス等諸費 5

普

38,403

及

３ そ の 他 諸 費 18,
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議案第５５号 

 

   令和６年度川越市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算 

 

令和６年度川越市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 124,300千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 

   令和６年２月１３日提出 

 

                      川越市長  川  合  善  明 
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8

928

３ 雑

5

入 648

第１表　歳入歳出予算

　（１）歳　入

款 項 金　　　　額

千円

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　

１

　　　計 124,30

他

0

１ 母 子 父

会

子 寡 婦 124,300

計

福 祉 資 金 貸 付

繰

費

１ 総 務 費

入

124,300

　（２

金

）歳　出

5

款 項 金　　　　額

千円

8

歳　　　　

5

　　出　　　　　　合　　　　　　計 124,300

２ 繰 越 金 53,138

１ 繰 越

１

金 53,138

繰

３ 諸 収 入 70,5

入

77

１ 市 預

金

金 利 子 1

２

5

貸 付 金 元 利 収 入 69,
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議案第５６号 

 

   令和６年度川越市川越駅東口公共地下駐車場事業特別会計予算 

 

 令和６年度川越市川越駅東口公共地下駐車場事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 124,100千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 

   令和６年２月１３日提出 

 

                      川越市長  川  合  善  明 
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0

　歳入歳出予算

　（１

8

）歳　入

,

款 項 金　　　　額

千円2

歳　　　　

2

　　入　　　　　　合

2

　　　　　　計 124,100

１ 事 業 費 121,958

１ 事 業 費 121,958

２ 公 債 費 1,142

１

１ 公 債 費 1

使

,142

３

用

予 備 費 1,000

料

１ 予 備 費 1,0

1

00

　（２）歳　出

0

款 項 金　　

8

　　額

千円

,

歳　　　　　　出　　

2

　　　　合　　　　　

2

　計 124,100

2

２ 繰 越 金 15,000

１

１ 繰 越 金 15,0

使

00

３ 諸 収

用

入 878

１

料

市 預 金 利 子 1

1

２ 雑 入 877

第１表
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議案第５７号 

 

   令和６年度川越市農業集落排水事業特別会計予算 

 

令和６年度川越市農業集落排水事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 231,900千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

（地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすことが

できる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表地方債」

による。 

 

令和６年２月１３日提出 

 

                      川越市長  川  合  善  明 
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び

４ 繰 入 金 176,3

負

13

１ 他 会

担

計 繰 入 金 176,31

金

3

５ 繰 越 金

3

12,062

8

１ 繰 越 金 12,06

2

2

６ 諸 収 入 3

１ 市 預 金 利 子 1

２ 延 滞 金 1

３ 雑 入 1

７ 市 債 7,300

１

１ 市 債 7,300

第１

分

表　歳入歳出予算

　（

担

１）歳　入

金

款 項 金　　　　額

千

3

円

歳　　　

8

　　　入　　　　　　

2

合　　　　　　計 231,900

１ 農 業 集 落 排 水 総 務 費 156,449

１ 総 務 管 理 費 156,449

２

２ 公 債 費 71,451

使

１ 公 債 費 7

用

1,451

料

３ 予 備 費 4,000

及

１ 予 備 費 4,

び

000

　（２）歳　出

手

款 項 金　

数

　　　額

千円

料

歳　　　　　　出　

2

　　　　　合　　　　

3

　　計 231,900

,940

１

１ 使 用 料 23

分

,940

３

担

県 支 出 金 11,900

金

１ 県 補 助 金

及

11,900

-33-



 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

農業集落排水事業費 7,300 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

5 . 0 ％ 以 内 

 政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

よる。 

 ただし、据置期間は２

年以内とし、本市財政の

都合により償還期限を短

縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えするこ

とができる。 

 

第２表 地方債 

千 円 
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議案第５８号 

 

   令和６年度川越市水道事業会計予算 

 （総 則） 

第１条 令和６年度水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１）給水戸数（月平均）          １６７，４００戸 

 （２）年間総配水量          ３９，４２０，０００㎥ 

 （３）一日平均配水量            １０８，０００㎥ 

 （４）主要な建設改良事業の概要 

     配水管新設、改良等  事業費 ３，３５０，９３４千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

         収      入 

 第１款 水道事業収益         ６，８８６，０６４千円 

  第１項 営業収益          ６，４４１，５７３千円 

  第２項 営業外収益           ４４４，４７６千円 

  第３項 特別利益                 １５千円 

         支      出 

 第１款 水道事業費用         ６，５３４，４４５千円 

  第１項 営業費用          ６，４５１，８０５千円 

  第２項 営業外費用            ７２，３８７千円 

  第３項 特別損失              ５，２５３千円 

  第４項 予備費               ５，０００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額

に対し不足する額２，７９９，２２１千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調

整額２１２，４４１千円、減債積立金３００，０００千円、建設改良積立金２００，０００
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千円、過年度分損益勘定留保資金８９２，０４８千円及び当年度分損益勘定留保資金 

１，１９４，７３２千円で補填するものとする。）。 

         収      入 

 第１款 資本的収入          １，１７４，３６８千円 

  第１項 企業債             ８００，０００千円 

  第２項 他会計負担金           ３８，８５４千円 

  第３項 工事負担金           ２５７，３３５千円 

  第４項 水道施設加入金          ７８，１７８千円 

  第５項 固定資産売却代金              １千円 

         支      出 

 第１款 資本的支出          ３，９７３，５８９千円 

  第１項 建設改良費         ３，３６８，３７０千円 

  第２項 企業債償還金          ６００，２１９千円 

  第３項 予備費               ５，０００千円 

（債務負担行為）  

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事       項 期 間 限  度  額 

水道料金及び下水道使用料収納業務委

託（単価契約） 

令和６年度から 

令和１０年度まで 

契約に基づき決定し

た契約期間中における

委託業務の執行に要す

る額 

日中・夜間緊急出動業務委託（単価契

約） 

令和６年度から 

令和７年度まで 

契約に基づき決定し

た契約期間中における

委託業務の執行に要す

る額 
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水道管保守業務委託 
令和６年度から 

令和７年度まで 

契約に基づき決定し

た契約期間中における

委託業務の執行に要す

る額 

漏水対応等業務委託（単価契約） 
令和６年度から 

令和７年度まで 

契約に基づき決定し

た契約期間中における

委託業務の執行に要す

る額 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 

 

 

配水管更新

事業費 

 

 

 

 

千円 

 

 

８００，０００ 

 

 

 

 

 

 

 

普通貸借 

 

 

 

 

 

 

 

年５．０％

以内 

 

 

 

 政府資金又は地方公共団体

金融機構については、その融

資条件による。銀行その他の

場合にはその債権者と協定す

るものとする。 

 ただし、企業財政その他の

都合により繰上償還又は低利

に借換えることができる。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）営業費用と営業外費用 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の

金額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費

の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 
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 （１）職員給与費      ６４２，７２７千円 

 （２）交 際 費           ４３千円 

 （たな卸資産購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、４０，７０１千円と定める。 

 

  令和６年２月１３日提出 

 

                      川越市長  川  合  善  明 
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議案第５９号 

 

   令和６年度川越市公共下水道事業会計予算 

 （総 則） 

第１条 令和６年度公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１）水洗便所設置戸数           １４８，９００戸 

 （２）年間処理水量          ４５，５００，０００㎥ 

 （３）一日平均処理水量           １２４，６５８㎥ 

 （４）主要な建設改良事業の概要 

     公共下水道施設整備  事業費 ２，５３８，６５０千円 

     公共下水道施設改良  事業費 １，６８９，２７８千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

         収      入 

 第１款 下水道事業収益        ６，４７２，２１０千円 

  第１項 営業収益          ４，６９０，８２５千円 

  第２項 営業外収益         １，７６２，５０８千円 

  第３項 特別利益             １８，８７７千円 

         支      出 

 第１款 下水道事業費用        ６，１３８，８９８千円 

  第１項 営業費用          ５，８７１，７９１千円 

  第２項 営業外費用           ２３９，４９３千円 

  第３項 特別損失             ２２，６１４千円 

  第４項 予備費               ５，０００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額

に対し不足する額４，３２０，９４７千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調
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整額１８３，９６７千円、過年度分損益勘定留保資金２，７８１，３１３千円及び当年度分

損益勘定留保資金１，３５５，６６７千円で補填するものとする。）。 

         収      入 

 第１款 資本的収入          １，１６９，１３２千円 

  第１項 企業債             ６００，０００千円 

  第２項 国庫補助金            ８７，０００千円 

  第３項 工事負担金               ６１５千円 

  第４項 受益者負担金           ５７，３００千円 

  第５項 分担金               ９，３００千円 

  第６項 他会計負担金           ５８，７５４千円 

  第７項 他会計補助金          ３５６，１６２千円 

  第８項 固定資産売却代金              １千円 

         支      出 

 第１款 資本的支出          ５，４９０，０７９千円 

  第１項 建設改良費         ４，５３１，９８２千円 

  第２項 企業債償還金          ９５３，０９７千円 

  第３項 予備費               ５，０００千円 

 （継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

款 項 事 業 名 総 額 年 度 年割額 

   千円  千円 

１資本的 

支 出 

１建 設 

改良費 

郭町二丁目下水道管

路施設更生事業 

４８０，０００ 令和６年度 

令和７年度 

２８８，０００ 

１９２，０００ 

芳野台汚水中継ポン

プ場無機室水槽及び

着水井耐震補強等事

業 

３６４，２００ 令和６年度 

令和７年度 

２１８，４００ 

１４５，８００ 
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（債務負担行為） 

第６条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事 項 期 間 限  度  額 

 川越市水洗便所改造資金融資あつせん

条例による損失補償（令和６年度融資

分） 

令和６年度以降 

回収されない元本及

び納付すべき利子の合

計額 

霞ケ関第二雨水ポンプ場制御装置修繕 
令和６年度から 

令和７年度まで 
７，４８０千円 

（企業債） 

第７条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 

下水道建設

改良事業費 

千円 

６００，０００ 普通貸借 年５．０％

以内 

 政府資金又は地方公共団体

金融機構については、その融

資条件による。銀行その他の

場合にはその債権者と協定す

るものとする。 

 ただし、企業財政その他の

都合により繰上償還又は低利

に借換えることができる。 

 （一時借入金） 

第８条 一時借入金の限度額は、７００，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第９条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）営業費用と営業外費用 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第１０条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費
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の金額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経

費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費      ５３１，４９０千円 

（２）交 際 費           ４３千円 

（他会計からの補助金） 

第１１条 下水道事業費用及び資本的支出に充てるため、一般会計からこの会計へ補助を受け

る金額は、４０７，６７４千円である。 

 （たな卸資産購入限度額） 

第１２条 たな卸資産の購入限度額は、２５，６８１千円と定める。 

令和６年２月１３日提出 

 川越市長 川 合 善 明
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